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将来水質予測を行うにあたり、主要な排出源である面源系と施設系の負荷削減対策の進捗などに応じて、シナリオを用意して
おく必要があると考えられる。また、来年度の目標負荷量の検討に向けても、現実的な実効性を見据えた合理的な対策にして
いく必要はあるが、現状の対策維持を基本にどこまで対策が可能かなど、今後に向けての議論の準備も必要と考えられる。

【対応結果概要】
環境基準達成方策の方向性について、現行基本方針踏襲や段階的目標設定などの方向性案について整理した。
※目標負荷量の検討は、本年度に行う既存計画等に基づく単純将来予測結果を踏まえ、次年度において各種条件による予測を行
い実施する。

１．COD、T-N、T-Pの東京湾流入許容負荷量の都県配分
（案）
案１：現行基本方針踏襲による目標設定
案２：段階的目標設定

２．水質改善目標について（案）
案：今回承認いただく水質シミュレーションに基づく検討
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１．COD、T-N、T-Pの東京湾流入許容負荷量の都県配分（案）



【現行基本方針の主な環境基準達成方策】
① 下水道面整備の推進
② 下水処理場の高度処理化（COD8、T-N8、T-P0.4mg/L）による負荷量削減及び内部生産抑制
（ただし、長期的な目標値の設定が困難な場合には、段階的な流総計画上の目標としてCOD10mg/L、T-N10mg/L、T-P0.5mg/Lを
上回らない範囲で設定できるものとした）

③ 下水道以外の陸域負荷量の一律20％削減
④ 湾内対策による負荷削減
⑤ 外海水質の改善（千葉県太平洋岸のH4～16の最小値）

１．COD、T-N、T-Pの東京湾流入許容負荷量の都県配分（案）
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図-3 現行基本方針における目標水質と環境基準達成年の関係イメージ

H16 H36
現況

環境基準達成年次

目標水質

N1年N2年

計画処理水質
COD 8mg/l
TN 8mg/l
TP      0.4mg/l

現況の処理水質
COD  10.1mg/l
TN 13.9mg/l
TP      1.00mg/l

計画処理水質
（暫定値）
COD   10.0mg/l
TN 10.0mg/l
TP      0.5mg/l

これまでの高度処理の実績から目標年H36では処理
水質Aと予測され、環境基準達成年次はN１年と推定さ
れる。
本計画では、高度処理の導入を推進することによって、
窒素、リンについて処理水質Aより厳しい暫定計画処理
水質を設定し、環境基準達成年次をN2年に前倒しする。現況トレンドの予

測値（処理水質A）
COD   9.3mg/l
TN 11.3mg/l
TP      0.64mg/l

目標年

⽬標年以降も処理⽔質改善を⾏い、
下⽔道以外の負荷削減と併せて環境
基準達成を⽬指す計画
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図-5 外海水質設定値の検証（COD）
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図-4 現行基本方針（H16）と今回（R1）のCOD排出負荷量の比較

下⽔道等の進捗
により負荷削減

あまり削減が
進んでいない

改善の兆しが
⾒られない

【現行基本方針に伴う環境基準達成方策と水質の現状】
前項①②は進んだものの、③④⑤に伴う水質改善が進まず、CODは横ばいで推移している状況にある。（図-4、5）

環境基準達成に必要な条件については、
今回のシミュレーションモデルを確定
した上で、様々な条件による将来水質
予測計算を行っていく必要がある。

ただし、現時点で想定される環境基準
達成のための目標設定方策としては以
下のようなものが挙げられる。

方策①：現行基本方針踏襲による目標設定
方策②：段階的目標設定

１．COD、T-N、T-Pの東京湾流入許容負荷量の都県配分（案）
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案１：現行基本方針踏襲による目標設定
現行基本方針の環境基準達成方策と同様に、
①下水道等の汚水処理整備
②下水処理場の高度処理化
③下水道以外の負荷一律削減
④湾内対策
⑤外海水質の改善
などの各種対策を設定し、環境基準達成を前提とした目標設定を行う案である。

なお、下水処理水質、下水以外の削減率、外海水質など環境基準達成に必要な具体的な数値は、シミュレーション等により別
途設定する。

＜課題＞
近年の外海水質は濃度がやや上昇しており、過去実績の最小値程度まで改善する兆しが現時点では見られない
それ以外も自然系負荷量などの大幅な削減は難しいと考えられる
下水道以外の負荷削減は、流総計画では担保されていない（環境基準達成ができない）。
このように、下水道以外の対策等を前提とした目標となっているため、下水道の目標達成時期は明確にはならない。

１．COD、T-N、T-Pの東京湾流入許容負荷量の都県配分（案）



案２：段階的目標設定
国土交通省による水環境マネジメント検討会での考え方を踏まえ、目標年R31において下水道として果たすべき目標達成を目指

すものとし、環境基準達成は目標年以降の長期目標として段階的に環境基準達成を目指す。
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図-6 段階的目標設定の考え方

当面の目標

（L年後）

長期目標

（K年後）

目標年 R31 設定しない

汚水処理人

口普及率

100％ 同左

下水処理水

質

技術的、経済的
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の負荷削減

率
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シミュレーションに

より環境基準達成

可能な削減率を設

定し、実行可能性

を確認

隣接海域水

質

近年の実績等

を参考に設定

同左もしくは長期

の実績に基づき設

定

環境基準達

成

未達成も可とす

る

達成
本計画目標年R31環境基準は未達成も可

具体的な達成時期は設定しない環境基準は達成

下水道として求められる合理的な最終の目標水準を
設定し、目標年には下水道としての目標を達成する

下水道以外の負荷
を削減
下水道は目標年の
水準を維持

出典：国土交通省HP 第３回水環境マネジメント検討会（平成24年12月26日）

「資料３：新しい流総計画」より

表-5 段階的目標設定（案）

１．COD、T-N、T-Pの東京湾流入許容負荷量の都県配分（案）

＜課題＞
目標年次における目標未達成の場合、再度検討が必要。
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２．水質改善目標について（案）



案：今回承認いただく水質シミュレーションに基づく検討
下水処理場の計画処理水質の設定方法については、シミュレーションにより環境基準を達成可能な処理水質を求める方法があ

るが、下水道からの負荷量を0にしても環境基準が達成できない場合や、下水道に過度の負担を与えるような場合は、実績等を
踏まえて現実的な処理水質を設定することが望ましいと考えられる。

今回の見直し検討においては、今回のシミュレーションモデルや将来負荷量が確定した後、設定方法の基本的な方向性を議論
していく。

配慮する事項
人口減少により、流域全体の下水処理場から排出される負荷量は長期的に減少すると想定される。
「第9次水質総量削減の在り方について（答申）」でも、東京湾においては「対策に当たっては、ＣＯＤは引き続き汚濁負荷量

の削減を進め、窒素及びりんは更なる汚濁負荷量の削減のための規制の強化は行わず、これまでの取組を維持することが妥当
である。」との方針が示されている。

２．水質改善目標について（案）
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COD：処理水質の規制強化による水質改善効果や処理水質の実態等を踏まえて、できるだけ過度な負担とならない
ことが考えられる。

T-N、T-P：少なくともT-NとT-Pについては現行基本方針の処理水質（T-N 8mg/L、T-P 0.4mg/L）の規制強化は行
わないことも考えられる。

参考：処理施設の規模に応じた処理水質の設定
現行基本方針では、長期的な整備目標として高度処理化（COD8、T-N8、T-P0.4mg/L）を前提とした処理水質を設定。
長期的な目標値の設定が困難な場合には、段階的な流総計画上の目標としてCOD10mg/L、T-N10mg/L、T-P0.5mg/Lを上回らない

範囲で設定できるものとするものとし、事業の途中段階における効果発現の検証などにも配慮した形となっていた。
一方、特に小規模な下水処理場については、費用対効果やエネルギー効率などの面から高度処理を採用しにくいと考えられる。

他流総で事例がある処理施設規模に応じた処理水質の設定も考えられる。


